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大 阪大都市圏の形成 とニ ュー タウン開発(1)
一 郊外型住宅地開発と階層的地域形成一
は じ め に
槌 田 洋
各 自治体を基礎単位 とした地域行政の機構 は大都.市圏内で は時代遅れであ る
とす る都 市計画家 のT・ アンゴ ッテ ィは,近 隣住区へ の授 権(㎝powerment)
と大都市 圏 レベルでの統 合 を今後 の アメリカ大都 市圏政策の基本 とすべ きであ
る として,次 の ように論理 を展 開す る。
今 日の大都 市圏(metropolis)最大 の特徴 はエ リア内の各地域 間の機能 の分
化 である。 それ は生産過程 と消費構造の機 能分 化 ・特殊化 と結 びつい てい る。
こうした大都.市圏内部の機能の多様性 は,そ の市民 に対 して職業 ・住 居 ・交通
の移動可能性(m⑪bility)を齋 らした。反面,ス ラム地域 の存在 に見 られ るよ
うに現代 アメリカの劇 的なまで の経済的不平等は大都市 圏内の各地域 間に深刻
な不平等 を齎ら した。
現代 の大都市圏計画の課題はその可能性 と問題点 との両者 を捉 えた計 画づ く
りにあ る。居住地 と就業地 との統 合は過 去の工業都 市の もので あ り,現 代 の地
域 の多様 化 とmobilityの拡大 の中では都市圏 レベ ルで機 能的 に統合 され るこ
とが必 要で ある。
今後 の大都市圏計画の基 本的な視点 は近隣住区 レベ ルへの権限の付与にある。
中心 になる尽 きは,近 隣住 区を消費生活 の単位 と して改善する ことと大都 市圏
レベ ルで計 画 を.統合 す る こ とで あ り.こ れ を通 じた 「統 合 され た多様 件」
(integrateddiversity)の実現 にあ る。 そのた めに は,過 去 か ら受 け継が れた
・
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地域統治 の形態 の大幅 な見直 しを必要 とす る1,。
アメ リカの大都市圏分析 に基礎 を置 いた以 ヒのよ うな論点を 日本の現状 にそ
のまま敷 き写 しで きない ことは当然で あるが,反 面,従 来の.日本の大都市圏市
町村 につ いての現状分析 の なかで は,ア.ンゴ ッテ ィの指摘す るような大都市 圏
内部 の機能分化 と階層化への メカニズムを中心的 な視点の一つに据え るとい う
問題意識 は比較的稀薄であ った ように思われ る。
都市政策論 の前提 と しての現状分析 を当面の課題 とす る本稿では,大 都 市圏
内部 の地域編成の 〆カニ ズムが各地域 の機能的特化 と階層的分化を招 くことを
捉 えた上で,こ う した特徴が形成 され てい く経過を実証的 ・歴史的に解明する
ことを究極の 目的 としてい る。
そ のため には,大 都市 圏域 の拡大 に伴 う諸問題を.最も典型的に把握 し得 る自
治体 を取 り.ヒげて,そ の地域 の人[動 態や階層構成を分析 し,そ うした傾 向を
生みだ した歴史的背景 を考察す る必要があ ろ う。
本稿 で は,第 二次 大戦後 における大都市圏形成の典型 として大 阪圏を取 り上
げ,大 阪圏のニ ュー タウン開発の モデルであ った千里ニ ュー タウン(以 ド 「千
里NT」 とい う)と,そ れ を含む吹 田市域の分析を試みる。
その際本稿が とくに注 目 したの は次の2点 である。
その一つ は,.日本 の大都.市圏域の形成が中央集権 的な財政構造 の.ドで進 めら
れ,し か も,産 業 の復興 を中心 にキ ャッチ ア ップのための国家 的支援 を伴 って
進 め られた とい う点であ る。 この点を明 らかにする ことによって,今 後のあ る
べ き姿 としての分権的財政制度の下での大都市 圏問題解決 の方 向を考 えること
がで きよ う。
二番 目の点 として は,産 業の発展が雇用や所得 の変化 を媒介 と しなが ら,究
極 的に住居地 の 「住み分 け」構造をつ く りだ しつつ ある現状 を把握 した..ヒで,
こうした 「住み分 け」を 自治体相互の横 のつなが りによって広域的 に調整す る
方 向を探 る とい う問題意識を もって分 析に臨む,と いうことであ る。
1)T.Angotti,」W8`η,かρ!露2醒規RDud巳dge,1993,PP.19-22,工43-145.
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今 回の分析 は,こ の ような構想 の中で の第一歩 に過 ぎない もので あるが,従
来 日本の経 済学研 究で は殆 ど行 なわれて こなか った地域別階層構成の視点 を持
ち込 むこ とによって独 自の接 近 を試み たい。
亘.大阪府下 での地域別階層構成 と本稿の基本視点
1大 阪府下の住民生活をめぐる指標
1995年国勢調査(以 下 「国調」 とい う)速 報 によって大阪府下の人目増 減を
市町村別 に見た図1で は,大 阪市 を中心 と した人 口減少地域が周辺.市の範 囲に
広が ってお り,こ れに対 して人 口増加地域が外 延部 に向か っているこ とが見 ら
れ る。
このよ うな人1【変動 を年齢別 に検討 してみたい。1990年国調で は,85年国調









1985年19911年の 問 の30.一..34才人 口の



















126 寝屋川市 132 河内長野市 138
大 阪 市 110.池 田.市 124 富田林市 132 岸和田市 145
出生率≡ 〔ある年齢層 の母親が 産んだ子 の数/..その年齢の 女子 の人 口X1000
女子人口 は住民基本台帳人口,出 生数 は大阪府衛生年報か ら作成、
※大阪市 を除 く
表2大 学 ・大学院卒業者が15A以.ヒの人口に占める比率%
大阪市 高槻有 吹田市 大阪市 高槻市 吹田甫
男 女 計 10.O 15.3 18.5 女性25-29歳 11.z 17.0 18.5
女 性 4.3 6.5 8.5 女 性44～44歳5.3 7.2 10.5
口990年国勢 調査 より作成)
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との比較 によ る大 阪府..ドの転 出超過率は全体でL6%と 人口の社会減 を示す と
共に,年 齢 階層別で は5～9歳 層お よびその親にあたる年代 の25-34歳層の転
出超過率が各 々5%を 上 回っていた。
図2は,30～34歳層の転出超過率の高い地域 を示 した ものであ るが,期 間の
ずれはある ものの図1の 人口減少地域 とほぼ一致 していることが見 られ る。 こ
れ らか ら,府 下 の入口の ドーナ ツ化は,30歳前後 の年齢 階層 による府下の外周
地域 への転 出を中心 として進行 してい ることが予測 され る。
このよ うな人口動向が住民の生活ス タイルに及ぼす影響 を.見るため に,母 親
の年齢 階層別 の出生率 を見たのが表1で ある。北大 阪地域 の吹 田市お よび池田
市での出生率 の低 さが府下の平均指数 との比較 で も顕 著で ある。
こうした人口動向 とは別 に,住 民の所得および学歴 の地域別の特徴 を見たの
図3高 等 教 育 卒 業者(短 大 ・高 専 以 上)が
市 町 村.の15才以 ヒ人 口 に しめ る割 合 。
/
25%肚[]25%緬2・9以 上似 上 盤 翻
19%以卜.■
;1990年国 堺調 査 資 料 よ},作成}
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図41991年 度 の 個 人分 住 民 税 の水 準
〆




が図3と 図4で ある。この2つ の図からは,所得階層と学歴という2つの指標
の関連性を予測することができると言えるであろう。この内での学歴の地域差
が決 して年齢層の偏 りによるものではないことは,表2に 示した年齢階層別の
高学歴者比率か らも明らかである。
以.ヒのような指標は,大阪大都市圏域の外延的な拡大 と平行 していわゆる大
















部での,住 宅 ・工場 ・商店などの郊外への分散を通 じた大都市圏域の拡大を
「メ トロポリスの爆.発」による都市的地域の星雲状構造と特徴づけた。そのメ
カニズムは,一方で大都市での立地の重要性を減少させた製造業の工場が郊外
地域に押 し出されたこと。他方では,金融 ・管理などの新 しい経済活動が中心





指摘 した。その背景である経済活動の郊外への分散を促 した ものは,① 輸送
サー ビス ・高速道路網の発展に伴 う郊外への移動の容易さであり,②生産方法
の変化に伴 う工場 ・事務所の分散的な立地の拡大であ り,③都市地域の成長に
.伴 って生ず る旧来の中心業務地区の中心性の変化と,流通拠点などの新たな中
心地の形成である。こうした経済活動の郊外化の進展は高所得層の郊外居住を
2)J.GQttmann,鹸μμ纏 りゐ5'Tろ8こ7rε澗fz曜4Nθ崩 召副 棚 ・写ど4'2ραr4げ"≧f〔・「η2甜ゴ ・～ω嶋 】nc,






こうした郊外化の現象はこの時期以降も 層 の進行が見 られており,90年前
後のアメリカ各地を調査 したジョエル ・ガワユウは大都市圏の郊外化が単に住
宅立地の問題に.止まらず,あわせて郊外地域での先端的な産業の立地が進む中















サ ッセンは世界都 「盲内部での新たな階層形成を,移民を通 じた世界経済の中
3)D.Netz肝,F.morass`1η4Ur蝕婬2m6'欄dnc.1970,(III田浩 之 訳,『 都 市 問 題 の 経 済 学.1ミ
























への人口集中を所 与とした ヒで圏域内の住民 ・産業の分布の説明を中心として
お り,方法論 としては地価の上昇 と経済力に応じた土地取得を通 じた同心円的
地帯構造の形成 と,この中での各地域での住民の移動などによる地域案化の把
握を詳細な地域研究の蓄積.を通 じて進めている。その中では,論.者によっての
6)S.忌。,、叫 丁ゐ。愉 撒 。,4.加伽 一4C卿4C・mb・id・CU・i・ersityY・　 ,1…1988、(森出
桐 郎 訳,「 労 働 と資 本 の 国 際 移 動」 岩 波 書 店,1992年)。
7)D.Harvey,Theし城 ・・南 画 ω聖oプCα舛 婦J、HopkinsUniversityPress,Inc.1985,(水岡 不 二 雄





















島恭彦は 「横軸には地域経済の不均等発展(地 域格差)を,縦 軸には国の財





8}成 出 季 三 『転 換 期 の都 市 と都 市 圏 』 地 人 書 房,1995年,20.270-271,301-315ペー ジ。
9)島 恭 彦r地 域 の政 治 と経 済 』 自治 体 研 究社1976'x',351ペー ジ。
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による産業集積の容器 としての大都市の形成の背景を一層究明すると共に,都
市化に伴 う集積利益 ・不利益の産業の利益に添った外部化 と内部化並びに,共




























準などを基準 として個. の々産業や住宅が立地する中で,大 都市圏内の各地域の
機能的 ・階層的な特徴が形成される。こうした地域編成の構造は,大 都市圏域
の.....層の外延化や新たな交通網の整備等の結果 として大都市圏内部での各地域








































エ.大 阪府下への人口の流入を背景として,低 質 ・狭隘な民間借家の建設が







面積1160ha計 画人 口150000人にLり,日 本 で初 めての本格的 な住 宅都 市
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開発 となつ.た千里NTは,大 阪市の北側に隣接する豊中市 ・吹田市の標高70























11〕 当時 の 関 係 者 か ら の ヒア リ ング に よ る。 また 大 阪 府 企 業 局 『新 都ll∫の創 造 』.19824をも参 考 に
した 。
12)片 寄俊 秀 『千 里 ニ ュー タ ウ ンの研 究 』 産 報 出 版,1979年,.50ペー ジり






研究室の計画案が,千 里NTの 基本的な性格を,大 阪市で就業する上級のホワ
イトカラー層のベ ッドタウンとしていたことは,当 時の議論の性格を象徴する
ようである13,。総じて言えば,当 時の経済的 ・地理的諸条件と共に新都市建設













塔)回収する.・方,新 しい良好な住宅地のモデルづ くりを目指す 「ベイとモデル
の論理』である1㌔
こうした千里開発の特徴は実際の建設を通 じて次のような特徴を持つ住宅地
13)西山卯三1北 大阪 丘陵地帯開発計画説明書」 日本住宅公 団,1957年度委託研究,】一7ペー ジ.















こうした千里NT開 発の経過を一.口に評すれば,少 なくとも地域 と住民の暮
らしを基礎 とした大都市圏計画が不在な中での,理想郷としてのベ ッドタウン
づ くりとい う特徴づけができるであろう.。
居住環境の計画論に限定した評価は一先ず置 くとすれば,千 里NT開 発事業












且51片 言〒.前 掲 書=,131-132ペー ジ 厄.
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う幹線道路網の開通 と,交 点 となった千里 中央 に副都心 的な位置付 けが与 えら
れ た ことによ って1千 里NI'の周辺 に様 々な開発 が誘発 された 中で,rグ レー
ダー千里1と も言 うべ き地域形成が見 られた と評価 す る、,職場 を母都市 に依存
しつつ も,周 辺 に新 しい都 市産業や商業施設を吸引する ことによって,都 市複
合体 としての整備 が進 んだとす るものであ る16㌦,
階層 的な大.都市圏形成 のメカニズムを主題 とす る本稿で は,以 上の論点 を念
頭に置いた上で,住 民 の生活指標 に基づいて北大阪 開発 の諸結果 を見 ることに








の形成と並行して進む形を取 らず,明 治以来,大 阪市に隣接する一部地域での
工場 ・住宅などの拡大や,私 鉄による丘陵地沿いの郊外型高級住宅地の開発が
部分的に進められた1㌦






16)千 里 ニ プー タ ウ ンの 総 合 評 価 に関 す る 調 査研 究委 員会 『T・里 ニ ュ ー タ ウ ンの 総 合 評価11984年,
47-8ペー ジ。











明治期よ り進められた。大阪を拠点とした私鉄資本の中で も,大阪市 と堺市を
結んだ現南海電鉄や,京 都 ・大阪間を直接結んだ京阪電鉄等の先行私鉄が,既
存の都市間または都市 と観光地との交通需要に依拠 した経営を続けることがで











沿線などに,当時の先端産業である化学 ・電気 ・機械などの工業が立地 した。
これらは裾野の広い産業連関を形成するのでなく比較的人規模な工場が単独で
玉8)関 一 「住 宅 問 題 と都 市 計 画』 学 陽書 房,1992年(ユ923年発 行 の 再 版),106-110ペー ジ、
19)宇 田 止 「総 説.1「民 鉄 経 営 の歴 史 と文 化 」 古 今 書 院,1995年,12-14ペ ジー。
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立地する形 が多 く,平 均 の工場あた り従業者数 も大 きくその多 くが大阪市か ら
の通勤者 だ った。 また,そ の後名神 高速道路が 開通す る と大阪市 内の小規模
ター ミナルの淘汰 と並行 して茨木 インターチェ ンジ周辺 をは じめ トラ ックター
ミナル等 の物流拠点が立地 した2%
大阪地方計画の「環 としての北 大阪 開発 は,1970年の万国博 の開催 に合わせ
て進 められた,新 御 堂筋線 と中央環状線 を初め とす る道路網 の開通 によって大
き く進め られた。 この中で も新御堂筋線 は,当 初の計 画段 階で は千里NTを 大
阪都心部に直結 する幹線路 としての役割 を持 っていたが,千 里 中央 に都心的業
務 中心 地を設ける計 画が進む 中で,千 里中央 と大阪の都心 とを結ぶ北大阪開発
の背骨 としての位 置付 けの もとで建 設され た.そ して,そ の沿線上 と りわけ環
状 道路 との交点で は大規模 な区画整理事業が進め られて立地.ヒの利 点を生か し
た産業が立地 した。
戦後の北大阪で の住宅立地 は,大 阪 市に隣接 する淀 川沿岸地域で の工場の進
出 に並 行 して木造共 同住宅の密集が進んだが,丘 陵地 とその周辺で は,千 里N
T開.発に前後 してその周辺での比較的大 規模 な住宅地 開発が箕面 ・豊中 ・吹田
の各 市にまたが って進め られた。一例 として,ニ ュータウンに隣接 す る山田地
域で見 る と197041.の21000人の人 口は1985年には67000人に急増 してお り,こ の
人目はニュー タウ ンの吹出市側 人口をやや下 回る程度であ る。 こうした変化 を
千里NTと 吹 田.市内の各地域 との比較 によって検討す ることとしたい、,
表3一 表4は,千 里NTに 隣接す る山田地域(A),新 御堂筋線 が通過 して
産業の集中の著 しい江坂地域(B),お よび旧吹 田町 に属す る地域(C),丁 ・里
NTの 吹 田.市域(D),の 各 々の地域 での住 宅種別 と就業者 の構成 な どを見た
ものである。
まず表3か ら各地域 の住宅所有 を比較する とIII田地域で の持家率の著 しい高
さと共に,江 坂地域で の持家比率の低さが特徴 的 といえる。 これ に対 して旧吹




A山田 B江坂 C旧吹田 D千里 一戸建て 13 20 17 ユ8
持 家 76 37 44 21 長屋建て 0 6
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市内従業 26 40 48 26













.管理専門③ 32 19 17 21 計 100 1()0 100
74
100




⊂舛支能工 ・生産工程作 業者及 び労務作業者,
②事務従事 者
③ 管現的職業従 事考及び専門的 ・技術 的職業従事
④ 販売職 業及びサー ビス職業従事者
(1983年国勢調査 よ り作成)
計 100 100 100 100
の比率 の高さが著 しい特徴 とな っているQ
次 に,表4か ら就業状 況を比較す る と,千 里NTお よび山田地域 でのホ ワ.イ
トカラー比率 の高 さと市外で従業す る割合 の高 さが著 しい と.言え る。 これ に対
して,旧 吹 田町地域では ブルー カラー比率 の相対的 な高 さの一方で,市 内で就
業する割 合の高 いことが特徴 とな っている。 さ らに,事 業所の増加 と人口の増
加が.並行 して進 んでい る江坂地域では,販 売 ・サー.ビ.ス職業従 事者の割 合の高
さの一方で,市 内で就業す る割合が旧吹田地域 と比較 して低い ことが注 目され
る。
以上のデー タから見て も千里NTの 開発 とこれに続 く周辺での住 宅地開発 は,
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各千国勢調査資料,「住みたい まち ・住め る町』1991年大阪
r1治体問 題研究所掘の拙稿 より引用。)
表5就 業 者 の 職 業 別構 成 比 賜
(233.〕79
大 阪 市 大阪市除く府 卜. 吹 田,1∫
従業者 常住者 従業者 常住者 従業者 常住者
A専 門的 ・技術的職業従事者 10.5 9.0 11.9 1⊥.6 16.0 14.ア
B管 理 的 職 業 従 事 者 5.8 4.3 3.9 1.5 4.1 5.9
C事 務 従 事 者 24.7 18.8 ユ6.8 20.2 22.2 23.7
D販 売 従 事 者 21.6 19.2 15.1 17.5 18.5 20.4
G運 輸 ・ 通 信 従 事 者 3.6 4.1 4.0 3.8 3.7 己 3.3
技 能工 ・生産工程作業者II
及 び 労 務 作 業 者
24.7 32.9 37.6 32.6 25.0 22.6
」サー ビ.ス職 業 従 事 者 7.5 10.2 7.2 6.8 8.0 7コ
(難薯:::事欝 欝 警禦「舌縣 齢:綴 喜)












1:1985年に各 々の年齢層だった.♪㌧]の,4年 後89年で の 〔}内 の 年齢階層 の人口と比べ た増 減率〕
1日吹山:吹1小 学 王気E江 坂:雌」 小学校 圏麺■ ■■
〔:資料出所 「住みたいまち ・住 める「「」.』1991年大阪 目論体問題研究所編 の拙稿 よ り引用詩
業所立地 とも言 えるようで あ る。 この結果,市 内の従業者数が増大する中で,
図5に 見られ るように吹田市 は,市 外へ の通勤人 口と市外か らの通勤流 入人口
が 並行 して増大す る,す れ違い型 の特徴 を示す よ うにな った。同時に,表5に
見 られ るよ うに,就 業者の職業分類 別の内訳で は専門職技 術者な どの割合が吹
田市 の常住者 と従業者で共 に高 い特徴 を示 してい ることは,.大阪市や府 下 と比
べて も一つ の特徴 とい うことがで きる。言葉 を換 えれば,産 業の ソフ ト化を担
う事業所 と就業者 とが同 じ自治体 の巾で無 関係 に共存 してい る状態 とも言える
ようである。
こうした中で,住 民の生活上の特徴で は,.序章で も示 した ように若年世帯層
の転出が顕 著で ある。 これ は,江 坂 地域で とりわ け顕著であ り,図6に 見 られ
るように25-34歳層 と共 に0～4歳 の年齢層 の減少 は5年 間で30%にも上 って
い る。 これ と共に転 出入 を通 じた移動はさ らに激 しく,.1990年国調 によれば吹
田市内の30歳前後 の年齢層 は,85年か らの5年 間で約半数が入替わ ってお り,
大阪大都市圏の形成 とニュータウン開発(1)







さらに吹田市の調査 によれば1988年3月か ら ユ年間 に市 内で出生 した3979人の
児童の内,3歳6ヵ 月に達 した時点で市内 に居住す るものは64%に止 まってい
る。
その ・方 で図6で は,20歳前後の年齢層 の増加が顕著であ るが,こ うした傾
向をさ らに府下 的に見ると,単 身者 世帯が 全世帯 に占める割 合が20%以上を占
める市 町村 は,大 阪市周辺か ら北 部に広が ってお り図7,こ の地域 は図1-2
による人口減少地域お よび30～34歳層 の転 出率 の大 きい地域 とほぼ一致 してい
る。これ を一 「..1に言えば,短 期 的な居住 に限定 した地域が都心 部か ら周辺部 に.
拡 が りつつ あるとい えるであろ う。
以上か らも見 られ るように,北 大阪で は戦前 よ り言わば大阪市 内か らの移転
型 の住宅地開発 と工場 立地が進 んだ といえる。そ して と りわけ戦後 の北大阪 開
発 は,先 端的な産業の立 地 と新 たな労働力の居住 す る住 宅地域 を郊外部分 に押
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域を形成した。その結果として'1まれたものは，大阪府などによる総合評価が
特徴づけるような，様々な都市機能が相乗的に作用する都市複合体と言うもの
ではなくへある意味では相互に排他的な要素を抱えた地域といえそうである。
小括
以上のような経過の中で形成きれた地域の特徴は，機能的な面から見るなら
ば，一方では大都市圏全体のレベルで必要とされる産業の立地という機能と他
}jでは同様に必要とされる同住地としての機能が相互に無関係に近接して立地
しといるものとして捉えることができるであろう。同時に，こうした大都市圏
レベルでのメカニズムを通じて居住地域が地域的な階層的特徴を伴う形で分散
していることがこれまでの検討を通じて明らかである。
大都市圏内の各市町付のレベルから見た場合には，こうした広域的なメカニ
ズムの中での各地域の形成は，言わば自立した形での都市政策の遂行を;一重の
意味で困難にする。具体的には，一方で属住地としての機能と産業立地の機能
とが相互に無関係に立地していることは，自治体による相互の調整を困難にす
ると共に，市民の就業の場の権保を目的とした産業政策の実施主意I!fの無いも
のにしかねないこと。他方では，階層的な格差を伴った居住分布の中では，向
治体の財政的な基盤は若しい困難に追い込まれかねないことである。とれらは，
今後の自治体政策・地方分権の論議の枠組みにも関連する問題を提起している
といえるであろう。
21) 千円Rニュ タウンの結什評価に閲する調企研究委員会，前掲害。
